
回答数＝1,026件（無回答を除く） （％）

＜事業所の常用雇用者数＞【問１－２】

回答数
1,026件

76 

389 

196 

166 

103 

52 

25 

19 

1～9人

10～19人

20～29人

30～49人

50～99人

100～199人

200～299人

300人以上

最大値

1人 

2,775人 

最小値

22人 中央値

（１）事業所の概要について

２　事業所向け調査の結果（職域におけるがん検診等に関する調査）

　事業所の常用雇用者数は、「10～19人」が37.9％と最も多く、次いで「20～29人」が
19.1％、「30～49人」が16.2％であった。
　また、最小値が1人、最大値が2,775人、中央値が22人であった。

7.4

37.9

19.1

16.2

10.0

5.1

2.4

1.9

0 10 20 30 40

1～9人
7.4%

10～19人
37.9%

20～29人
19.1%

30～49人
16.2%

50～99人
10.0%

100～199人
5.1%

200～299人
2.4%

300人以上
1.9%
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回答数＝1,026件（無回答を除く） 人数計＝50,781人 （％）

（％）

回答数＝1,024件（無回答を除く） （％）

男性

女性

50～59歳

男性

女性

60歳以上

＜事業所の常用雇用者数の年齢別性別構成＞【問１－２】

＜企業の常用雇用者数＞【問１－２】

40～49歳

回答数
1,024件

　企業の常用雇用者数は、「10～19人」が30.2％と最も多く、次いで「300人以上」が
18.2％、「20～29人」が14.6％であった。

309 

150 

200～299人

300人以上

30～49人

50～99人

102 

49 

186 

115 

113 

30歳未満

30～39歳

男性

女性

男性

女性

男性

女性

人数計

男性計

女性計

10～19人

20～29人

100～199人

24,402人 

7,701人 

3,872人 

3,829人 

8,494人 

4,468人 

4,026人 

12,814人 

6,699人 

6,115人 

12,632人 

6,653人 

5,979人 

9,140人 

4,687人 

4,453人 

50,781人 

26,379人 

　年齢別の事業所の常用雇用者数は、「40～49歳」が25.2％と最も多く、次いで「50～59歳」
が24.9％、「60歳以上」が18.0％であった。
　また、性別の事業所の常用雇用者数は、「男性」が51.9％、「女性」が48.1％で、男性のほ
うが若干多く、どの年齢でも男性のほうが若干多かった。

15.2

7.6

7.5

16.7

8.8

7.9

25.2

13.2

12.0

24.9

13.1

11.8

18.0

9.2

8.8

0 5 10 15 20 25 30

100.0

51.9

48.1

0 20 40 60 80 100

30.2

14.6

11.2

11.0

10.0

4.8

18.2

0 10 20 30 40

10～19人
30.2%

20～29人
14.6%

30～49人
11.2%

50～99人
11.0%

100～199人
10.0%

200～299人
4.8%

300人以上
18.2%
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回答数＝1,037件（無回答を除く） （％）

回答数＝1,020件（無回答を除く） （％）

＜主たる業種＞【問１－３】

＜健康保険の種類＞【問１－４】

146 

回答数
1,020件

組合健康保険（健康保険組合共済）

全国健康保険協会管掌健康保険
（協会けんぽ、船員保険）

145 

その他 26 

776 

31 

243 

12 

84 

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

国民健康保険 73 

　健康保険の種類は、「全国健康保険協会管掌健康保険」が76.1％と最も多く、次いで「組合
健康保険」が14.2％、「国民健康保険」が7.2％であった。

10 

農業、林業

漁業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

44 

6 

4 

123 

129 

14 

18 

56 

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

37 

51 

6 

23 

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

　主たる業種は、「医療、福祉」が23.4％と最も多く、次いで「卸売業、小売業」が14.1％、
「製造業」が12.4％であった。

4.2

0.6

0.4

11.9

12.4

1.4

1.7

5.4

14.1

4.9

0.6

2.2

3.6

1.0

3.0

23.4

1.2

8.1

0 5 10 15 20 25

7.2

76.1

14.2

2.5

0 20 40 60 80

国民健康保険
7.2%

全国健康保険協会管掌健康保険

（協会けんぽ、船員保険）
76.1%

組合健康保険

（健康保険組合共済）
14.2%

その他
2.5%
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回答数＝286件（無回答を除く） （％）

回答数＝417件（無回答を除く） （％）

回答数＝338件（無回答を除く） （％）

＜安全衛生管理体制（統括安全衛生管理者）＞【問１－５】

＜安全衛生管理体制（衛生管理者）＞【問１－５】

＜安全衛生管理体制（安全管理者）＞【問１－５】

5人 1 

6人以上 4 

最小値 1人 

最大値 28人 

中央値 1人 

7 

5人 7 

289 

2人

最小値

4人 1 

1人 275 

1人 

0 

6人以上 10 

最小値 1人 

最大値

　統括安全衛生管理者を配置している事業所での配置人数は、「1人」が96.2％と最も多く、
次いで「2人」が2.8％、「3人」が0.7％であった。
　また、最小値が1人、最大値が4人、中央値が1人であった。

1人 

2人 8 

3人 2 

6人以上 0 

　衛生管理者を配置している事業所での配置人数は、「1人」が76.5％と最も多く、次いで「2
人」が11.3％、「3人」が6.5％であった。
　また、最小値が1人、最大値が29人、中央値が1人であった。

24 

3人 17 

5人

319 

最大値 4人 

4人 3 

中央値

4人

　安全管理者を配置している事業所での配置人数は、「1人」が85.5％と最も多く、次いで「2
人」が7.1％、「3人」が5.0％であった。
　また、最小値が1人、最大値が28人、中央値が1人であった。

1人

29人 

中央値 1人 

1人

2人 47 

3人 27 

96.2

2.8

0.7

0.3

0 20 40 60 80 100

76.5

11.3

6.5

1.7

1.7

2.4

0 20 40 60 80 100

85.5

7.1

5.0

0.9

0.3

1.2

0 20 40 60 80 100

8



回答数＝363件（無回答を除く） （％）

回答数＝304件（無回答を除く） （％）

最小値

＜安全衛生管理体制（産業医）＞【問１－５】

＜安全衛生管理体制（安全衛生推進者）＞【問１－５】

6人以上 19 

最小値 1人 

最大値 40人 

中央値 1人 

5人 0 

6人以上 1 

1人 

最大値 13人 

中央値 1人 

4人 0 

1人 287 

　安全衛生推進者を配置している事業所での配置人数は、「1人」が79.1％と最も多く、次い
で「2人」が8.5％、「6人以上」が5.2％であった。
　また、最小値が1人、最大値が40人、中央値が1人であった。

2人 31 

3人 18 

5人 3 

4人 5 

1人 287 

2人 15 

　産業医を配置している事業所での配置人数は、「1人」が94.4％と最も多く、次いで「2人」
が4.9％、「3人」と「6人以上」がそれぞれ0.3％であった。
　また、最小値が1人、最大値が13人、中央値が1人であった。

3人 1 

79.1

8.5

5.0

1.4

0.8

5.2

0 20 40 60 80 100

94.4

4.9

0.3

0.3

0 20 40 60 80 100
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回答数＝1,031件（無回答を除く） （％）

知らない 82 

その他 0 

一部知っている 171 

知っている 778 

　５つのがん検診の認知度は、「知っている」が75.5％と最も多く、次いで「一部知ってい
る」が16.6％、「知らない」が8.0％であった。

回答数
1,031件

＜科学的な根拠により死亡率の減少が検証されている５つのがん検診の認知度＞【問２】

（２）事業所のがん検診の現状について

75.5

16.6

8.0

0 20 40 60 80

知っている
75.5%

一部知っている
16.6%

知らない
8.0%
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回答数（件） （％）

※無回答を除く回答数

＜令和５年度のがん検診の実施有無＞【問３－１】

999 

肺がん

子宮頸がん

乳がん 1,007 

大腸がん（便潜血検査） 肺がん（胸部Ⅹ線検査）

胃がん（胃Ⅹ線検査）

1,019 

　令和５年度のがん検診の実施が有ったのは、男女ともに対象となる「肺がん（胸部Ⅹ線検
査）」が88.1％と最も多く、次いで「大腸がん（便潜血検査）」が82.0％、「胃がん（胃Ⅹ線
検査）」が78.7％であった。一方、女性が対象となる「乳がん（マンモグラフィ検査）」は
67.2％、「子宮頸がん（細胞診（医師による採取））」は65.3％であった。

967 

1,025 

1,031 

胃がん

大腸がん

回答数
1,025件

回答数
1,031件

乳がん（マンモグラフィ検査） 子宮頸がん（細胞診）

回答数
1,007件

回答数
999件

回答数
967件

回答数
1,019件

胃がん（胃内視鏡検査）

胃Ⅹ線検査

胃内視鏡検査

便潜血検査

胸部Ⅹ線検査

マンモグラフィ検査

細胞診（医師による採取）

78.7

49.6

82.0

88.1

67.2

65.3

21.3

50.4

18.0

11.9

32.8

34.7

0 20 40 60 80 100

有 無

有
78.7%

無
21.3%

有
82.0%

無
18.0%

有
49.6%

無
50.4%

有
88.1%

無
11.9%

有
67.2%

無
32.8%

有
65.3%

無
34.7%
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回答数＝855件（無回答を除く） 比率（％） （％）

5.6 

7.3 

11.2 

14.9 

9.7 

12.2 

19％以下（0％を含まない）

20～39％

40～59％

＜事業所の常用雇用者数（男女）に対する受診者数の割合別対象者の範囲（胃がん）＞
【問３－２】

83 

104 

48 

62 

60～79％

80～99％

100％

96 

127 

回答数
855件

不明（0％を含む） 335 39.2 

　胃がん検診の対象者の範囲は、「全員に実施している」が55.9％で、「希望者のみに実施し
ている」の44.1％より多かった。
　胃がん検診の事業所における受診者の割合と対象者の範囲は、受診者の割合が高い事業所ほ
ど、対象者の範囲を「全員に実施している」と回答した事業所が多かった。

18.8

30.6

42.7

60.6

73.5

91.3

52.5

81.3

69.4

57.3

39.4

26.5

8.7

47.5

0 20 40 60 80 100

全員に実施している 希望者のみに実施している

全員に実施している
55.9%

希望者のみに実施している
44.1%
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回答数＝875件（無回答を除く） 比率（％） （％）

不明（0％を含む） 361 41.3 

5.6 

8.6 

13.4 60～79％

＜事業所の常用雇用者数（男女）に対する受診者数の割合別対象者の範囲（大腸がん）＞
【問３－２】

11.1 

15.1 

19％以下（0％を含まない）

20～39％

40～59％

80～99％

100％

97 

132 

回答数
875件

75 

117 

44 

49 

5.0 

　大腸がん検診の対象者の範囲は、「全員に実施している」が61.4％で、「希望者のみに実施
している」の38.6％より多かった。
　大腸がん検診の事業所における受診者の割合と対象者の範囲は、概ね受診者の割合が高い事
業所ほど、対象者の範囲を「全員に実施している」と回答した事業所が多かった。「全員に実
施している」と回答した割合は、受診者の割合が「19％以下（0％を含まない）」が36.4％
で、「20～39％」の32.7％を若干上回った。

36.4

32.7

45.3

59.0

72.2

93.2

57.9

63.6

67.3

54.7

41.0

27.8

6.8

42.1

0 20 40 60 80 100

全員に実施している 希望者のみに実施している

全員に実施している
61.4%

希望者のみに実施している
38.6%

13



回答数＝895件（無回答を除く） 比率（％） （％）

2.0 

3.7 

4.1 

7.6 

13.5 

31.2 

121 

279 

＜事業所の常用雇用者数（男女）に対する受診者数の割合別対象者の範囲（肺がん）＞
【問３－２】

18 

33 

37 

68 

19％以下（0％を含まない）

20～39％

40～59％

60～79％

80～99％

100％

回答数
895件

　肺がん検診の対象者の範囲は、「全員に実施している」が76.6％で、「希望者のみに実施し
ている」の23.4％より多かった。
　肺がん検診の事業所における受診者の割合と対象者の範囲で、「全員に実施している」と回
答した割合は、受診者の割合が「100％」が96.4％と最も多く、次いで「80～99％」が
83.5％、「40～59％」が67.6％であった。

37.9 不明（0％を含む） 339 

50.0

42.4

67.6

54.4

83.5

96.4

68.1

50.0

57.6

32.4

45.6

16.5

3.6

31.9

0 20 40 60 80 100

全員に実施している 希望者のみに実施している

全員に実施している
76.6%

希望者のみに実施している
23.4%
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回答数＝819件（無回答を除く） 比率（％） （％）

19％以下（0％を含まない） 9.4 

　乳がん検診の対象者の範囲は、「希望者のみに実施している」が76.7％で、「全員に実施し
ている」の23.3％より多かった。
　乳がん検診の事業所における受診者の割合と対象者の範囲は、受診者の割合が高い事業所ほ
ど、対象者の範囲を「全員に実施している」と回答した事業所が多かった。
　また、「全員に実施している」と回答した割合が一番高かった「100％」においても48.0％
に留まっており、「希望者のみに実施している」と回答した事業所のほうが多かった。

100％

＜事業所の常用雇用者数（女性）に対する受診者数の割合別対象者の範囲（乳がん）＞
【問３－２】

71 

37 

20～39％

40～59％

60～79％

80～99％

4.5 

1.7 

12.2 

12.5 

8.7 

14 

100 

不明（0％を含む）

77 

102 

418 51.0 

回答数
819件

5.2

21.6

22.5

40.5

42.9

48.0

19.1

94.8

78.4

77.5

59.5

57.1

52.0

80.9

0 20 40 60 80 100

全員に実施している 希望者のみに実施している

全員に実施している
23.3%

希望者のみに実施している
76.7%
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回答数＝812件（無回答を除く） 比率（％） （％）

回答数（件） （％）

※無回答を除く回答数

＜事業所の常用雇用者数（女性）に対する受診者数の割合別対象者の範囲（子宮頸がん）＞
【問３－２】

72 

91 

75 

43 

19％以下（0％を含まない）

20～39％

8.9 

11.2 

40～59％

60～79％

大腸がん 872 

肺がん 907 

子宮頸がん 792 

乳がん 803 

14 

胃がん

＜がん検診の実施時間帯＞【問４】（複数回答）

867 

　子宮頸がんの対象者の範囲は、「希望者のみに実施している」が76.4％で、「全員に実施し
ている」の23.6％より多かった。
　子宮頸がん検診の事業所における受診者の割合と対象者の範囲は、受診者の割合が高い事業
所ほど、対象者の範囲を「全員に実施している」と回答した事業所が多かった。
　「全員に実施している」と回答した割合が一番高かった「100％」においても49.5％に留
まっており、「希望者のみに実施している」と回答した事業所のほうが多かった。

　がん検診を実施したときの実施時間帯は、どのがん検診も「勤務時間内」が70.3％から
79.4％と最も多く、次いで「勤務の休業日」が24.5％～29.8％、「勤務時間の前後」が7.3％
～7.8％であった。

9.2 

5.3 

不明（0％を含む） 416 51.2 

回答数
812件

80～99％

100％

1.7 

12.4 101 

8.3

14.3

29.3

34.9

42.9

49.5

19.2

91.7

85.7

70.7

65.1

57.1

50.5

80.8

0 20 40 60 80 100

全員に実施している 希望者のみに実施している

74.6

76.6

79.4

72.2

70.3

7.3

7.5

7.7

7.7

7.8

26.9

26.9

24.5

29.6

29.8

0 20 40 60 80 100

勤務時間内 勤務時間の前後 勤務の休業日

全員に実施している
23.6%

希望者のみに実施している
76.4%

16



回答数（件） （％）

※無回答を除く回答数

回答数（件） （％）

※無回答を除く回答数

胃がん 231 

大腸がん 247 

肺がん 299 

肺がん 784 

大腸がん 771 

乳がん

乳がん 213 

子宮頸がん 216 

胃がん 768 

＜常用雇用者以外の従業員のがん検診を実施しているときの対象者の範囲＞【問５】

729 

子宮頸がん 727 

＜常用雇用者以外の従業員のがん検診の実施状況＞【問５】

　常用雇用者以外の従業員のがん検診を「実施している」と回答した事業所の割合は、「肺が
ん」が46.9％と最も多く、次いで「大腸がん」が37.9％、「胃がん」が35.8％であった。
　どのがん検診でも、「実施していない」と回答した事業所のほうが多かった。

　常用雇用者以外の従業員のがん検診を実施しているとき、「全員に実施している」と回答し
た事業所の割合は、「肺がん」が78.6％と最も多く、次いで「大腸がん」が73.3％、「胃が
ん」が64.9％であった。
　女性が対象となる「乳がん」は41.8％、「子宮頸がん」は40.3％と、「希望者のみに実施し
ている」と回答した事象所のほうが多かった。

35.8

37.9

46.9

33.1

33.3

64.2

62.1

53.1

66.9

66.7

0 20 40 60 80 100

実施している 実施していない

64.9

73.3

78.6

41.8

40.3

35.1

26.7

21.4

58.2

59.7

0 20 40 60 80 100

全員に実施している 希望者のみに実施している
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（％）

※無回答を除く回答数の比率

（％）

※無回答を除く回答数の比率

がん検診に要する費用が高額であるため

がん検診に要する費用が高額であるため

がん検診に関する事務が煩雑であるため

従業員ががん検診を希望しないため

がん検診が労働安全衛生法に義務付けられていないた
め

従業員（対象者）が少ないため

その他

がん検診を依頼できる検診機関がない（わからない）
ため

がん検診を受ける時間がとれない（とりにくい）ため

その他

＜がん検診を実施していない場合の理由（胃がん・大腸がん・肺がん）＞
【問６】（複数回答）

＜がん検診を実施していない場合の理由（乳がん・子宮頸がん）＞
【問６】（複数回答）

　がん検診を実施していない場合の理由は、女性が対象の「乳がん」「子宮頸がん」では、
「その他」が34.5％から34.7％と最も多く、次いで「従業員ががん検診を希望しないため」が
24.7％から25.6％、「がん検診が労働安全衛生法に義務付けられていないため」が23.3％から
24.1％であった。

がん検診に関する事務が煩雑であるため

従業員ががん検診を希望しないため

がん検診が労働安全衛生法に義務付けられていないた
め

従業員（対象者）が少ないため

がん検診を依頼できる検診機関がない（わからない）
ため

がん検診を受ける時間がとれない（とりにくい）ため

　がん検診を実施していない場合の理由は、男女ともに対象の「胃がん」「大腸がん」「肺が
ん」では、「その他」が31.0％から34.4％と最も多く、次いで「がん検診が労働安全衛生法に
義務付けられていないため」が24.5％から26.9％、「従業員ががん検診を希望しないため」が
22.5％から23.6％であった。

4.1

11.6

13.1

3.8

22.5

24.7

10.6

34.4

4.8

10.3

12.2

4.4

22.9

26.9

11.4

31.0

3.8

9.9

13.2

4.2

23.6

24.5

13.7

31.1

0 10 20 30 40

胃がん(n=320) 大腸がん(n=271) 肺がん(n=212)

4.2

8.9

10.1

3.6

24.7

24.1

10.1

34.5

4.3

8.5

9.7

3.4

25.6

23.3

10.5

34.7

0 10 20 30 40

乳がん(n=336) 子宮頸がん(n=352)
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回答数＝1,023件（無回答を除く） （％）

回答数＝1,004件（無回答を除く） （％）

回答数＝651件（無回答を除く） （％）

741 

＜事業所が従業員のがん検診の結果を検診機関から入手するには、従業員からの同意が必要
　であることの認知度＞【問７】

＜がん検診の結果の把握状況＞【問８－１】

回答数
1,004件

282 

　事業所が従業員のがん検診の結果を検診機関から入手するには、従業員からの同意が必要で
あることの認知度は、「知っている」が72.4％で、「知らない」の27.6％より多かった。

（３）事業所でのがん検診実施後の対応について

本人から提供を受けている 227 

保険者から提供を受けている 25 

その他 9 

一部の受診者の結果を把握している 187 

把握していない 350 

＜がん検診の結果の把握方法＞【問８－２】

　がん検診の結果の把握方法は、「がん検診を行う機関から提供を受けている」が59.9％と最
も多く、次いで「本人から提供を受けている」が34.9％、「保険者から提供を受けている」が
3.8％であった。

がん検診を行う機関から提供を受けて
いる

390 

その他 23 

知らない

知っている

　がん検診の結果の把握状況は、「すべての受診者の結果を把握している」が44.2％と最も多
く、次いで「把握していない」が34.9％、「一部の受診者の結果を把握している」が18.6％で
あった。

すべての受診者の結果を把握している 444 

72.4

27.6

0 20 40 60 80

44.2

18.6

34.9

2.3

0 10 20 30 40 50

59.9

34.9

3.8

1.4

0 20 40 60 80

すべての受診者の結果

を把握している
44.2%

一部の受診者の結果を

把握している
18.6%

把握していない
34.9%

その他
2.3%
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回答数＝623件（無回答を除く） （％）

回答数＝401件（無回答を除く） （％）

回答数
623件

回答数
401件

1 

結果通知のみを行っている 196 

＜精密検査の受診勧奨等の実施方法＞【問８－４】（複数回答）

　精密検査の受診勧奨等の実施方法は、「面談」が55.6％と最も多く、次いで「文書（郵送、
社内便 等）」が40.1％、「電話」が18.0％であった。

文書（郵送、社内便 等） 161 

電子メール 25 

＜要精密検査該当者への対応状況＞【問８－３】

　要精密検査該当者への対応状況は、「結果通知のほかに、精密検査受診の勧奨を１回行う」
が47.8％と最も多く、次いで「結果通知のみを行っている」が31.5％、「結果通知のほかに、
精密検査受診の勧奨を受診が確認できるまで行う」が17.2％であった。

結果通知のほかに、精密検査受診の勧
奨を１回行う

298 

結果通知のほかに、精密検査受診の勧
奨を受診が確認できるまで行う

107 

結果通知等は行っていない（精密検査
受診の勧奨等は、一切行っていない）

14 

その他 8 

電話 72 

面談 223 

その他 21 

ＦＡＸ

47.8

17.2

31.5

2.2

1.3

0 10 20 30 40 50 60

40.1

6.2

18.0

0.2

55.6

5.2

0 10 20 30 40 50 60

結果通知のほかに、精

密検査受診の勧奨を１

回行う
47.8%

結果通知のほかに、精密検査受診

の勧奨を受診が確認できるまで行

う
17.2%

結果通知のみを行ってい

る
31.5%

結果通知等は行っていない

（精密検査受診の勧奨等は、一切行っていない）
2.2%

その他
1.3%

文書（郵送、社内便等）
40.1%

電子メール
6.2%

電話
18.0%

ＦＡＸ
0.2%

面談
55.6%

その他
5.2%

20



回答数＝347件（無回答を除く） （％）

回答数（件） （％）

※無回答を除く回答数

19 

＜がん検診の結果を把握していない理由＞【問８－５】（複数回答）

　がん検診の結果を把握していない場合の理由は、「検診結果は個人情報となるため」が
72.9％と最も多く、次いで「希望者のみの選択実施であり個別の結果把握が困難なため」が
25.6％、「把握するだけの体制がないため」が10.1％であった。

回答数
347件

　がん検診の結果を把握していない理由に対して、がん検診の結果を入手するには従業員の同
意が必要であることを「知っている」と回答した割合は、「把握するだけの時間がないため」
が80.0％と最も多く、次いで「検診結果は個人情報となるため」が66.7％、「希望者のみの選
択実施であり個別の結果把握が困難なため」が63.6％であった。
　「その他」で「知っている」と「知らない」が50.0％であったが、それ以外の把握していな
い理由では、「知っている」が「知らない」より多かった。

検診結果は個人情報となるため 252 

把握するだけの体制がないため 34 

希望者のみの選択実施であり個別の結
果把握が困難なため

88 

その他 28 

把握するだけの時間がないため 10 

検診対象者数や受診者数が把握できて
いないため

＜がん検診の結果を把握していない理由に対する事業所が従業員のがん検診の結果を検診機関
　から入手するには、従業員からの同意が必要であることの認知度＞【問７】×【問８－５】

検診結果は個人情報となるため 253 

把握するだけの体制がないため 35 

把握するだけの時間がないため 10 

希望者のみの選択実施であり個別の結
果把握が困難なため

89 

検診対象者数や受診者数が把握できて
いないため

19 

その他 28 

72.9

10.1

2.9

25.6

5.5

8.1

0 20 40 60 80

検診結果は個人情報と

なるため
72.9%

把握するだけの体制が

ないため
10.1%

把握するだけの時間が

ないため
2.9%

希望者のみの選択実施

であり個別の結果把握

が困難なため
25.6%

検診対象者数や受診者

数が把握できていないた

め
5.5%

その他
8.1%

66.7

61.8

80.0

63.6

57.9

50.0

33.3

38.2

20.0

36.4

42.1

50.0

0 20 40 60 80 100

知っている 知らない
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回答数＝979件（無回答を除く） （％）

回答数＝1,007件（無回答を除く） （％）

40 

精密検査初回受診時に補助金がある 560 

一部把握している 254 

把握していない 509 

その他

勤務時間内の精密検査受診が可能な制
度が福利厚生としてある

349 

回答数
979件

回答数
1,007件

その他 45 

＜がん検診の精密検査結果の把握状況＞【問10】

　がん検診の精密検査結果の把握状況は、「把握していない」が50.5％と最も多く、次いで
「一部把握している」が25.2％、「すべて把握している」が20.3％であった。

すべて把握している 204 

＜従業員のがん検診の結果に所見が見られた場合、十分なサポートをするために望む環境
　やツール＞【問９】（複数回答）

　がん検診の結果に所見が見られた場合、十分なサポートをするために望む環境やツールは、
「精密検査初回受診時に補助金がある」が57.2％と最も多く、次いで「該当のがん検診の精密
検査が受診できる医療機関のリストがある」が53.9％、「精密検査受診の後押しができるパン
フレットやチラシがある」が50.1％であった。

精密検査受診の後押しができるパンフ
レットやチラシがある

490 

該当のがん検診の精密検査が受診でき
る医療機関のリストがある

528 

50.1

53.9

35.6

57.2

4.6

0 20 40 60 80

20.3

25.2

50.5

4.0
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精密検査受診の後押し

ができるパンフレットやチ

ラシがある
50.1%

該当のがん検診の精密

検査が受診できる医療

機関のリストがある
53.9%

勤務時間内の精密検査受診が可

能な制度が福利厚生としてある
35.6%

精密検査初回受診時に

補助金がある
57.2%

その他
4.6%

すべて把握している
20.3%

一部把握している
25.2%

把握していない
50.5%

その他
4.0%
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回答数＝1,031件（無回答を除く） （％）

（４）事業所でのがん検診の受診者を増やす取組について

回答数
1,031件

＜事業所でのがん検診の受診者を増やす取組の実施状況＞【問11】

　事業所でのがん検診の受診者を増やす取組の実施状況は、「実施していない」が52.4％で、
「実施している」の47.6％より多かった。

実施している 491 

実施していない 540 

47.6

52.4

0 10 20 30 40 50 60

実施している
47.6%実施していない

52.4%
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回答数＝469件(419件)（無回答を除く） （％）

※括弧（　）内は最も効果的だと考える取組の回答数

上司から部下へのがん検診の受診勧奨
145
(17)

保健事業を担当するスタッフ（衛生管
理者など）からのがん検診の受診勧奨

110
(5)

手紙や電子メール等を使った従業員個
人へのがん検診の受診勧奨や情報提供

88
(8)

広報誌やホームページ等を使った従業
員全体へのがん検診の受診勧奨や情報
提供

87
(8)

事業所内でのがん検診に関する勉強
会・講演会・セミナーの開催

35
(2)

市町村が作成したがん検診のチラシや
パンフレット等を使った情報提供

84
(6)

がん検診受診促進につながる動機付け
（ポイントプログラム等）

9
(5)

＜事業所でのがん検診の受診者を増やすために実施している取組＞【問11－１】
（複数回答）

　事業所でのがん検診の受診者を増やすために実施している取組は、「がん検診受診費用の補
助」が68.0％と最も多く、次いで「がん検診を受けやすい勤務環境づくり」が62.9％、「上司
から部下へのがん検診の受診勧奨」が30.9％であった。
　また、実施している取組のうち最も効果的だと考える取組でも、「がん検診受診費用の補
助」が58.0％と最も多く、次いで「がん検診を受けやすい勤務環境づくり」が23.6％、「がん
検診を実施する近隣の医療機関との提携」と「上司から部下へのがん検診の受診勧奨」がそれ
ぞれ4.1％であった。

がん検診受診費用の補助
319

(243)

その他
19
(4)

がん検診を実施する近隣の医療機関と
の提携

110
(17)

がん検診を受けやすい勤務環境づくり
（がん検診受診時間を就労扱いにする
など）

295
(99)

がん検診受診の利便性の向上（申込方
法の簡素化など）

119
(5)

68.0

23.5

62.9

25.4

30.9

23.5

18.8

18.6

7.5

17.9

1.9

4.1

58.0

4.1

23.6

1.2

4.1

1.2

1.9

1.9

0.5

1.4

1.2

1.0

0 20 40 60 80

実施している取組 最も効果的だと考える取組
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【胃がん】

グラフ単位（％）

【大腸がん】

グラフ単位（％）

最も効果的だと考える取組（割合が大きい順に５項目と他の選択肢計）

回答数＝261件
（無回答を除く）

凡例

受
診
者
数
の
割
合

回答数＝246件
（無回答を除く）

凡例

受
診
者
数
の
割
合

100％ 71 

最も効果的だと考える取組（割合が大きい順に５項目と他の選択肢計）

が
ん
検
診
を
実
施
す
る

近
隣
の
医
療
機
関
と
の

提
携

上
司
か
ら
部
下
へ
の
が

ん
検
診
の
受
診
勧
奨

手
紙
や
電
子
メ
ー

ル
等

を
使
っ

た
従
業
員
個
人

へ
の
が
ん
検
診
の
受
診

勧
奨
や
情
報
提
供

そ
の
他

19％以下
(0％を含まない)

が
ん
検
診
受
診
費
用
の

補
助

16 

25 

49 

75 

38 

58 

回答数

が
ん
検
診
を
受
け
や
す

い
勤
務
環
境
づ
く
り

（

が
ん
検
診
受
診
時
間

を
就
労
扱
い
に
す
る
な

ど
）

80～99％

100％

80～99％ 43 

　受診者数の割合に関係なく、「がん検診受診費用の補助」が56.3％から67.4％と最も多く、
次いで「がん検診を受けやすい勤務環境づくり」が14.3％から30.0％であった。

回答数

19％以下
(0％を含まない)

14 

20～39％ 20 

40～59％ 34 

60～79％ 64 

20～39％

40～59％

60～79％

が
ん
検
診
受
診
費
用
の

補
助

が
ん
検
診
を
受
け
や
す

い
勤
務
環
境
づ
く
り

（

が
ん
検
診
受
診
時
間

を
就
労
扱
い
に
す
る
な

ど
）

が
ん
検
診
を
実
施
す
る

近
隣
の
医
療
機
関
と
の

提
携

＜事業所の常用雇用者数に対する受診者数の割合に対する事業所でのがん検診の受診者を
　増やすために実施している最も効果的だと考える取組＞【問３－２】×【問11－１】

　受診者数の割合に関係なく、「がん検診受診費用の補助」が50.0％から68.0％と最も多かっ
た。次いで受診者数の割合が「19％以下」では、「上司から部下へのがん検診の受診勧奨」が
18.8％であった。一方、受診者数の割合が「20％以上」では、「がん検診を受けやすい勤務環
境づくり」が18.4％から31.6％であった。

上
司
か
ら
部
下
へ
の
が

ん
検
診
の
受
診
勧
奨

手
紙
や
電
子
メ
ー

ル
等

を
使
っ

た
従
業
員
個
人

へ
の
が
ん
検
診
の
受
診

勧
奨
や
情
報
提
供

そ
の
他

62.5

68.0

61.2

60.0

60.5

50.0

6.3

24.0

18.4

21.3

31.6

24.1

6.3 

2.0 

2.7 

15.5 

18.8 

8.2 

2.6 

1.7 

9.3 

6.3 

8.0 

10.2 

6.7 

5.3 

8.6 

64.3

60.0

64.7

56.3

67.4

59.2

14.3

30.0

20.6

20.3

25.6

22.5

7.1 

2.9 

3.1 

7.1 

5.0 

5.9 

1.6 

4.7 

2.8 

9.4 

1.4 

7.1 

5.0 

5.9 

9.4 

2.3 

14.1 

25



【肺がん】

グラフ単位（％）

【乳がん】

グラフ単位（％）

回答数＝263件
（無回答を除く）

凡例

受
診
者
数
の
割
合

最も効果的だと考える取組（割合が大きい順に５項目と他の選択肢計）

回答数＝205件
（無回答を除く）

凡例

受
診
者
数
の
割
合

最も効果的だと考える取組（割合が大きい順に５項目と他の選択肢計）

100％ 56 

が
ん
検
診
受
診
費
用
の

補
助

が
ん
検
診
を
受
け
や
す

い
勤
務
環
境
づ
く
り

（

が
ん
検
診
受
診
時
間

を
就
労
扱
い
に
す
る
な

ど
）

が
ん
検
診
を
実
施
す
る

近
隣
の
医
療
機
関
と
の

提
携

上
司
か
ら
部
下
へ
の
が

ん
検
診
の
受
診
勧
奨

手
紙
や
電
子
メ
ー

ル
等

を
使
っ

た
従
業
員
個
人

へ
の
が
ん
検
診
の
受
診

勧
奨
や
情
報
提
供

そ
の
他

回答数

が
ん
検
診
受
診
費
用
の

補
助

が
ん
検
診
を
受
け
や
す

い
勤
務
環
境
づ
く
り

（

が
ん
検
診
受
診
時
間

を
就
労
扱
い
に
す
る
な

ど
）

　受診者数の割合に関係なく、「がん検診受診費用の補助」が54.8％から71.4％と最も多かっ
た。次いで受診者数の割合が「19％以下」では、「がん検診を実施する近隣の医療機関との提
携」と「上司から部下へのがん検診の受診勧奨」が14.3％であった。一方、受診者数の割合が
「60～79％」では、「がん検診を受けやすい勤務環境づくり」と「手紙や電子メール等を使っ
た従業員個人へのがん検診の受診勧奨や情報提供」が16.1％で、「20～59％」と「80％以上」
では、「がん検診を受けやすい勤務環境づくり」が14.3％から26.8％であった。

手
紙
や
電
子
メ
ー

ル
等

を
使
っ

た
従
業
員
個
人

へ
の
が
ん
検
診
の
受
診

勧
奨
や
情
報
提
供

そ
の
他

が
ん
検
診
を
実
施
す
る

近
隣
の
医
療
機
関
と
の

提
携

上
司
か
ら
部
下
へ
の
が

ん
検
診
の
受
診
勧
奨

80～99％ 56 

100％ 147 

回答数

19％以下
(0％を含まない)

7 

20～39％ 8 

40～59％ 14 

60～79％ 31 

19％以下
(0％を含まない)

28 

20～39％ 53 

40～59％ 34 

60～79％ 23 

80～99％ 11 

　受診者数の割合に関係なく、「がん検診受診費用の補助」が52.8％から75.0％と最も多かっ
た。次いで受診者数の割合が「19％以下」では、「がん検診を受けやすい勤務環境づくり」と
「上司から部下へのがん検診の受診勧奨」が7.1％であった。一方、受診者数の割合が「20％
以上」では、「がん検診を受けやすい勤務環境づくり」が17.6％から33.9％であった。

71.4

62.5

64.3

54.8

64.3

55.8

25.0

14.3

16.1

26.8

23.1

14.3 

7.1 

3.2 

6.8 

14.3 

7.1 

3.6 

3.4 

0.0 

16.1 

1.4 

12.5 

7.1 

9.7 

5.4 

9.5 

75.0

52.8

61.8

65.2

72.7

55.4

7.1

28.3

17.6

30.4

27.3

33.9

3.6 

1.9 

1.8 

7.1 

3.8 

5.9 

1.8 

7.1 

13.2 

14.7 

4.3 

7.1 

26



【子宮頸がん】

グラフ単位（％）

回答数＝444件（無回答を除く） （％）

凡例

受
診
者
数
の
割
合

最も効果的だと考える取組（割合が大きい順に５項目と他の選択肢計）

80～99％ 9 

100％ 59 

回答数

19％以下
(0％を含まない)

19 

20～39％ 45 

40～59％ 36 

60～79％ 26 

＜事業所でのがん検診の受診者を増やす取組のほかに実施している取組＞【問11－２】
（複数回答）

　事業所でのがん検診の受診者を増やす取組のほかに実施している取組は、「特にない」が
57.4％と最も多く、次いで「運動や禁煙指導など、がん予防のためのプログラムの作成や活動
を行った」が22.1％、「従業員の家族に対してがん検診受診の呼びかけ（チラシの配布等）を
行った」が10.4％であった。

運動や禁煙指導など、がん予防のため
のプログラムの作成や活動を行った

98 

特にない 255 

がん検診に関する予算を増額した 43 

「がん検診普及員」など、従業員の中
からがん予防の取組を推進する人材を
指名した

2 

従業員の家族に対してがん検診受診の
呼びかけ（チラシの配布等）を行った

46 

顧客や取引先に対してがん検診受診の
呼びかけ（チラシの配布等）を行った

3 

行政と協働してがん予防を啓発するイ
ベント等を実施した

15 

他の企業や事業所と協働してがん予防
を啓発するイベント等を実施した

14 

その他 27 

上
司
か
ら
部
下
へ
の
が

ん
検
診
の
受
診
勧
奨

手
紙
や
電
子
メ
ー

ル
等

を
使
っ

た
従
業
員
個
人

へ
の
が
ん
検
診
の
受
診

勧
奨
や
情
報
提
供

そ
の
他

が
ん
検
診
受
診
費
用
の

補
助

が
ん
検
診
を
受
け
や
す

い
勤
務
環
境
づ
く
り

（

が
ん
検
診
受
診
時
間

を
就
労
扱
い
に
す
る
な

ど
）

が
ん
検
診
を
実
施
す
る

近
隣
の
医
療
機
関
と
の

提
携

回答数＝194件
（無回答を除く）

　受診者数の割合に関係なく、「がん検診受診費用の補助」が52.8％から80.8％と最も多かっ
た。次いで受診者数の割合が「19％以下」では、「がん検診を受けやすい勤務環境づくり」と
「その他」が10.5％であった。一方、受診者数の割合が「20％以上」では、「がん検診を受け
やすい勤務環境づくり」が11.5％から35.6％であった。

22.1

9.7

0.5

10.4

0.7

3.4

3.2

6.1

57.4

0 20 40 60 80

78.9

60.0

52.8

80.8

66.7

55.9

10.5

17.8

30.6

11.5

33.3

35.6

2.2 

2.8 

1.7 

4.4 

5.6 

1.7 

10.5 

15.6 

8.3 

7.7 

5.1 

27



回答数＝516件（無回答を除く） （％）

従業員が、がん検診受診の重要性や必
要性を理解していない

56 

従業員にがん検診の受診勧奨を行う手
段がない

40 

その他 74 

特に理由はない 226 

わからない 45 

＜事業所でのがん検診の受診者を増やす取組を実施していない理由＞【問11－３】
（複数回答）

　事業所でのがん検診の受診者を増やす取組を実施していない場合の理由は、「特に理由はな
い」が43.8％と最も多く、次いで「衛生管理者など保健事業を担当するスタッフが不在、また
は不足している」が15.1％、「その他」が14.3％であった。

がん検診に関する予算が不足している 67 

衛生管理者など保健事業を担当するス
タッフが不在、または不足している

78 

近隣にがん検診を実施する医療機関が
ない、または少ない

46 

経営層が、がん検診受診の重要性や必
要性を理解していない

28 

回答数
516件

13.0

15.1

8.9

5.4

10.9

7.8

14.3

43.8

8.7

0 10 20 30 40 50

がん検診に関する予算

が不足している
13.0%

衛生管理者など保健事業を

担当するスタッフが不在、ま

たは不足している
15.1%

近隣にがん検診を実施

する医療機関がない、ま

たは少ない
8.9%

経営層が、がん検診受

診の重要性や必要性を

理解していない
5.4%

従業員が、がん検診受

診の重要性や必要性を

理解していない
10.9%従業員にがん検診の受

診勧奨を行う手段がない
7.8%

その他
14.3%

特に理由はない
43.8%

わからない
8.7%

28



回答数＝522件（無回答を除く） （％）

＜事業所でのがん検診の受診者を増やす取組を今後実施するにあたって、行政に期待
　すること＞【問11－４】（複数回答）

　事業所でのがん検診の受診者を増やす取組を実施していない場合、今後実施するにあたって
行政に期待することは、「特にない」が33.5％と最も多く、次いで「従業員に対する効果的な
がん検診の受診勧奨・情報提供方法の事例紹介」が30.5％、「チラシ・ポスターによるがん検
診の案内」が24.7％であった。

経営層に向けた、がん検診受診の重要
性などに関する講演会やセミナーの開
催

36 

従業員に対する効果的ながん検診の受
診勧奨・情報提供方法の事例紹介

159 

事業所でのがん検診実施のためのマ
ニュアルの作成、配布

ホームページによるがん検診の案内 26 

マスメディアによるがん検診の案内 32 

がん検診に関する情報やデータの提供 77 

その他 31 

特にない 175 

がん検診に積極的な事業所の表彰 16 

72 

チラシ・ポスターによるがん検診の案
内

129 

6.9

30.5

13.8

24.7

5.0

6.1

14.8

3.1

5.9

33.5

0 10 20 30 40
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【胃がん】

【大腸がん】

その他 43 2.3 20.9 11.6 27.9 2.3 7.0 14.0 

7.4 48.1 

従業員（対象者）が少ないため 24 - 37.5 16.7 20.8 12.5 12.5 12.5 - 41.7 

がん検診が労働安全衛生法に義
務付けられていないため

54 9.3 27.8 14.8 22.2 13.0 9.3 13.0 

2.3 44.2 

11.1 55.6 

従業員ががん検診を希望しない
ため

46 6.5 30.4 23.9 21.7 13.0 - 13.0 4.3 37.0 

がん検診に関する事務が煩雑で
あるため

9 22.2 33.3 44.4 33.3 22.2 22.2 22.2 

4.5 27.3 

がん検診に要する費用が高額で
あるため

29 13.8 31.0 24.1 20.7 20.7 10.3 13.8 13.8 31.0 

がん検診を受ける時間がとれな
い（とりにくい）ため

22 9.1 40.9 45.5 36.4 9.1 4.5 -

3.1 39.5 

がん検診を依頼できる検診機関
がない（わからない）ため

9 11.1 44.4 11.1 22.2 - - 11.1 - 44.4 

比率 100.0 6.9 30.5 13.8 24.7 5.0 6.1 14.8 

が
ん
検
診
に
積
極
的
な
事

業
所
の
表
彰

そ
の
他
・
特
に
な
い

回答数（無回答を除く） 522 36 159 72 129 26 32 77 16 206 

　　　行政に期待すること
　　　　　　【問11－４】

実施していない理由
【問６】

回
答
数

（

無
回
答
を
除
く
）

経
営
層
に
向
け
た
、

が
ん

検
診
受
診
の
重
要
性
な
ど

に
関
す
る
講
演
会
や
セ
ミ

ナ
ー

の
開
催

従
業
員
に
対
す
る
効
果
的

な
が
ん
検
診
の
受
診
勧

奨
・
情
報
提
供
方
法
の
事

例
紹
介

事
業
所
で
の
が
ん
検
診
実

施
の
た
め
の
マ
ニ
ュ

ア
ル

の
作
成
、

配
布

チ
ラ
シ
・
ポ
ス
タ
ー

に
よ

る
が
ん
検
診
の
案
内

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
に
よ
る
が

ん
検
診
の
案
内

マ
ス
メ
デ
ィ

ア
に
よ
る
が

ん
検
診
の
案
内

が
ん
検
診
に
関
す
る
情
報

や
デ
ー

タ
の
提
供

26.2 6.6 26.2 1.6 6.6 14.8 1.6 49.2 

- 42.9 21.4 28.6 10.7 14.3 17.9 - 35.7 

30.5 15.3 18.6 11.9 8.5 13.6 8.5 44.1 

7.7 30.8 23.1 23.1 11.5 1.9 15.4 3.8 38.5 

回
答
数

（

無
回
答
を
除
く
）

比率 100.0 

36 159 72 129 26 32 回答数（無回答を除く）

37.9 34.5 34.5 6.9 3.4 - 3.4 

10.0 40.0 10.0 10.0 - - 10.0 -

522 

10 

29 

16 206 

6.9 30.5 13.8 24.7 5.0 6.1 14.8 3.1 39.5 

31.0 

50.0 

22.2 33.3 22.2 22.2 22.2 22.2 11.1 66.7 

17.1 34.3 20.0 20.0 17.1 8.6 11.4 11.4 31.4 

＜がん検診を実施していない場合の理由に対する事業所でのがん検診の受診者を増やす取組
　を今後実施するにあたって、行政に期待すること＞【問６】×【問11－４】

　実施していない理由が「がん検診に関する事務が煩雑であるため」では、行政に期待するこ
とは「事業所でのがん検診実施のためのマニュアルの作成、配布」が33.3％と最も多く、「そ
の他」を除いたそれ以外の理由では、「従業員に対する効果的ながん検診の受診勧奨・情報提
供方法の事例紹介」が30.5％から42.9％と最も多かった。

　　　行政に期待すること
　　　　　　【問11－４】

実施していない理由
【問６】

そ
の
他
・
特
に
な
い

経
営
層
に
向
け
た
、

が
ん

検
診
受
診
の
重
要
性
な
ど

に
関
す
る
講
演
会
や
セ
ミ

ナ
ー

の
開
催

従
業
員
に
対
す
る
効
果
的

な
が
ん
検
診
の
受
診
勧

奨
・
情
報
提
供
方
法
の
事

例
紹
介

事
業
所
で
の
が
ん
検
診
実

施
の
た
め
の
マ
ニ
ュ

ア
ル

の
作
成
、

配
布

チ
ラ
シ
・
ポ
ス
タ
ー

に
よ

る
が
ん
検
診
の
案
内

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
に
よ
る
が

ん
検
診
の
案
内

マ
ス
メ
デ
ィ

ア
に
よ
る
が

ん
検
診
の
案
内

が
ん
検
診
に
関
す
る
情
報

や
デ
ー

タ
の
提
供

が
ん
検
診
に
積
極
的
な
事

業
所
の
表
彰

35 

9 

52 

59 

28 

61 

13.8 

22.2 

11.9 

-

77 

　実施していない理由が「がん検診を受ける時間がとれない（とりにくい）ため」と「がん検
診に関する事務が煩雑であるため」では、行政に期待することは「事業所でのがん検診実施の
ためのマニュアルの作成、配布」が45.5％、44.4％と最も多く、「その他」を除いたそれ以外
の理由では、「従業員に対する効果的ながん検診の受診勧奨・情報提供方法の事例紹介」が
27.8％から44.4％と最も多かった。

がん検診を依頼できる検診機関
がない（わからない）ため

がん検診を受ける時間がとれな
い（とりにくい）ため

がん検診に要する費用が高額で
あるため

がん検診に関する事務が煩雑で
あるため

従業員ががん検診を希望しない
ため

がん検診が労働安全衛生法に義
務付けられていないため

従業員（対象者）が少ないため

その他

30



【肺がん】

2.6 44.7 その他 38 2.6 21.1 10.5 23.7 2.6 7.9 15.8 

7.5 47.5 

従業員（対象者）が少ないため 23 - 39.1 17.4 21.7 13.0 13.0 13.0 - 39.1 

がん検診が労働安全衛生法に義
務付けられていないため

40 7.5 27.5 20.0 12.5 12.5 10.0 10.0 

16.7 66.7 

従業員ががん検診を希望しない
ため

37 5.4 27.0 18.9 24.3 16.2 - 10.8 5.4 37.8 

がん検診に関する事務が煩雑で
あるため

6 16.7 33.3 33.3 16.7 33.3 33.3 16.7 

- 29.4 

がん検診に要する費用が高額で
あるため

24 8.3 33.3 25.0 12.5 25.0 8.3 12.5 12.5 33.3 

がん検診を受ける時間がとれな
い（とりにくい）ため

17 - 47.1 52.9 35.3 11.8 - -

が
ん
検
診
に
関
す
る
情
報

や
デ
ー

タ
の
提
供

3.1 39.5 

がん検診を依頼できる検診機関
がない（わからない）ため

6 - 50.0 16.7 - - - - - 50.0 

比率 100.0 6.9 30.5 13.8 24.7 5.0 6.1 14.8 

が
ん
検
診
に
積
極
的
な
事

業
所
の
表
彰

そ
の
他
・
特
に
な
い

回答数（無回答を除く） 522 36 159 72 129 26 32 77 16 206 

　　　行政に期待すること
　　　　　　【問11－４】

実施していない理由
【問６】

回
答
数

（

無
回
答
を
除
く
）

経
営
層
に
向
け
た
、

が
ん

検
診
受
診
の
重
要
性
な
ど

に
関
す
る
講
演
会
や
セ
ミ

ナ
ー

の
開
催

従
業
員
に
対
す
る
効
果
的

な
が
ん
検
診
の
受
診
勧

奨
・
情
報
提
供
方
法
の
事

例
紹
介

事
業
所
で
の
が
ん
検
診
実

施
の
た
め
の
マ
ニ
ュ

ア
ル

の
作
成
、

配
布

チ
ラ
シ
・
ポ
ス
タ
ー

に
よ

る
が
ん
検
診
の
案
内

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
に
よ
る
が

ん
検
診
の
案
内

マ
ス
メ
デ
ィ

ア
に
よ
る
が

ん
検
診
の
案
内

　実施していない理由が「がん検診を受ける時間がとれない（とりにくい）ため」では、行政
に期待することは「事業所でのがん検診実施のためのマニュアルの作成、配布」が52.9％と最
も多く、「がん検診に関する事務が煩雑であるため」では、「従業員に対する効果的ながん検
診の受診勧奨・情報提供方法の事例紹介」と「事業所でのがん検診実施のためのマニュアルの
作成、配布」、「ホームページによるがん検診の案内」、「マスメディアによるがん検診の案
内」が33.3％と最も多く、「その他」を除いたそれ以外の理由では、「従業員に対する効果的
ながん検診の受診勧奨・情報提供方法の事例紹介」が27.0％から50.0％と最も多かった。
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【乳がん】

4.3 39.1 

その他 58 3.4 22.4 12.1 22.4 1.7 5.2 10.3 1.7 51.7 

従業員（対象者）が少ないため 23 4.3 34.8 17.4 17.4 4.3 17.4 13.0 

4.8 30.2 

がん検診が労働安全衛生法に義
務付けられていないため

58 8.6 25.9 13.8 15.5 8.6 10.3 19.0 8.6 43.1 

従業員ががん検診を希望しない
ため

63 7.9 36.5 20.6 22.2 12.7 4.8 20.6 

13.8 27.6 

がん検診に関する事務が煩雑で
あるため

9 22.2 22.2 22.2 22.2 11.1 22.2 33.3 11.1 55.6 

がん検診に要する費用が高額で
あるため

29 13.8 27.6 20.7 17.2 17.2 10.3 20.7 

- 33.3 

がん検診を受ける時間がとれな
い（とりにくい）ため

25 8.0 36.0 36.0 32.0 4.0 4.0 4.0 4.0 32.0 

がん検診を依頼できる検診機関
がない（わからない）ため

12 8.3 58.3 41.7 25.0 - - 16.7 

16 206 

比率 100.0 6.9 30.5 13.8 24.7 5.0 6.1 14.8 3.1 39.5 

回答数（無回答を除く） 522 36 159 72 129 26 32 77 

　　　行政に期待すること
　　　　　　【問11－４】

実施していない理由
【問６】

回
答
数

（

無
回
答
を
除
く
）

経
営
層
に
向
け
た
、

が
ん

検
診
受
診
の
重
要
性
な
ど

に
関
す
る
講
演
会
や
セ
ミ

ナ
ー

の
開
催

従
業
員
に
対
す
る
効
果
的

な
が
ん
検
診
の
受
診
勧

奨
・
情
報
提
供
方
法
の
事

例
紹
介

事
業
所
で
の
が
ん
検
診
実

施
の
た
め
の
マ
ニ
ュ

ア
ル

の
作
成
、

配
布

チ
ラ
シ
・
ポ
ス
タ
ー

に
よ

る
が
ん
検
診
の
案
内

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
に
よ
る
が

ん
検
診
の
案
内

マ
ス
メ
デ
ィ

ア
に
よ
る
が

ん
検
診
の
案
内

が
ん
検
診
に
関
す
る
情
報

や
デ
ー

タ
の
提
供

が
ん
検
診
に
積
極
的
な
事

業
所
の
表
彰

そ
の
他
・
特
に
な
い

　実施していない理由が「がん検診を受ける時間がとれない（とりにくい）ため」では、行政
に期待することは「従業員に対する効果的ながん検診の受診勧奨・情報提供方法の事例紹介」
と「事業所でのがん検診実施のためのマニュアルの作成、配布」が36.0％と最も多く、「がん
検診に関する事務が煩雑であるため」では、「がん検診に関する情報やデータの提供」が
33.3％と最も多く、「その他」を除いたそれ以外の理由では、「従業員に対する効果的ながん
検診の受診勧奨・情報提供方法の事例紹介」が25.9％から58.3％と最も多かった。
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【子宮頸がん】

1.7 53.3 その他 60 3.3 23.3 13.3 21.7 1.7 5.0 10.0 

10.2 42.4 

従業員（対象者）が少ないため 24 4.2 29.2 16.7 20.8 4.2 16.7 8.3 4.2 41.7 

がん検診が労働安全衛生法に義
務付けられていないため

59 8.5 25.4 13.6 15.3 8.5 10.2 20.3 

11.1 55.6 

従業員ががん検診を希望しない
ため

63 7.9 33.3 19.0 23.8 12.7 3.2 19.0 4.8 31.7 

がん検診に関する事務が煩雑で
あるため

9 22.2 22.2 22.2 22.2 11.1 22.2 33.3 

4.0 32.0 

がん検診に要する費用が高額で
あるため

29 13.8 27.6 20.7 20.7 17.2 10.3 20.7 13.8 24.1 

がん検診を受ける時間がとれな
い（とりにくい）ため

25 8.0 36.0 36.0 32.0 4.0 4.0 4.0 

3.1 39.5 

がん検診を依頼できる検診機関
がない（わからない）ため

12 8.3 58.3 41.7 25.0 - - 16.7 - 33.3 

比率 100.0 6.9 30.5 13.8 24.7 5.0 6.1 14.8 

が
ん
検
診
に
積
極
的
な
事

業
所
の
表
彰

そ
の
他
・
特
に
な
い

回答数（無回答を除く） 522 36 159 72 129 26 32 77 16 206 

　　　行政に期待すること
　　　　　　【問11－４】

実施していない理由
【問６】

回
答
数

（

無
回
答
を
除
く
）

経
営
層
に
向
け
た
、

が
ん

検
診
受
診
の
重
要
性
な
ど

に
関
す
る
講
演
会
や
セ
ミ

ナ
ー

の
開
催

従
業
員
に
対
す
る
効
果
的

な
が
ん
検
診
の
受
診
勧

奨
・
情
報
提
供
方
法
の
事

例
紹
介

事
業
所
で
の
が
ん
検
診
実

施
の
た
め
の
マ
ニ
ュ

ア
ル

の
作
成
、

配
布

チ
ラ
シ
・
ポ
ス
タ
ー

に
よ

る
が
ん
検
診
の
案
内

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
に
よ
る
が

ん
検
診
の
案
内

マ
ス
メ
デ
ィ

ア
に
よ
る
が

ん
検
診
の
案
内

が
ん
検
診
に
関
す
る
情
報

や
デ
ー

タ
の
提
供

　実施していない理由が「がん検診を受ける時間がとれない（とりにくい）ため」では、行政
に期待することは「従業員に対する効果的ながん検診の受診勧奨・情報提供方法の事例紹介」
と「事業所でのがん検診実施のためのマニュアルの作成、配布」が36.0％と最も多く、「がん
検診に関する事務が煩雑であるため」では、「がん検診に関する情報やデータの提供」が
33.3％と最も多く、「その他」を除いたそれ以外の理由では、「従業員に対する効果的ながん
検診の受診勧奨・情報提供方法の事例紹介」が25.4％から58.3％と最も多かった。
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回答数＝1,022件（無回答を除く） （％）

回答数＝714件（無回答を除く） （％）

勤務時間の変更、短時間勤務制度 317 

勤務日・勤務日数の変更 239 

在宅勤務制度（テレワーク） 108 

試し出勤制度 60 

フレックスタイム制度 49 

相談窓口の明確化 102 

業務内容や職種、勤務地などの変更 236 

産業医等産業保健スタッフの配置 89 

事業所独自の賃金等補償制度（補助
金・見舞金等含む）

77 

その他 29 

時間単位の年次有給休暇 375 

ない 298 

ある 724 

（５）事業所の「治療と仕事の両立支援」に関する取組について

＜がん等の継続して治療が必要な病気が発見された従業員が治療と仕事を両立できる
　ような取組の有無＞【問12】

　がん等の継続して治療が必要な病気が発見された従業員が治療と仕事を両立できるような取
組の有無は、「ある」が70.8％で、「ない」の29.2％より多かった。

回答数
1,022件

＜治療と仕事の両立支援の取組について＞【問13】（複数回答）

　治療と仕事の両立支援の取組がある場合のその取組は、「傷病休暇・病気休暇制度」が
73.7％と最も多く、次いで「時間単位の年次有給休暇」が52.5％、「勤務時間の変更、短時間
勤務制度」が44.4％であった。

傷病休暇・病気休暇制度 526 

休暇期間延長制度 105 

時差出勤 172 

社員や管理職、人事・総務などを対象
とした研修の実施

32 

70.8

29.2

0 20 40 60 80

4.5

52.5

73.7

14.7

24.1

44.4

33.5

15.1

8.4

6.9

14.3

33.1

12.5

10.8

4.1

0 20 40 60 80

ある
70.8%

ない
29.2%
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回答数＝1,016件（無回答を除く） （％）

回答数＝225件（無回答を除く） （％）

回答数＝779件（無回答を除く） （％）

　がん治療中の従業員については、「いない」が63.9％と最も多く、次いで「いる」が
22.2％、「把握していない」が13.9％であった。

いる

わからない 345 

できない 20 

把握していない 141 

＜がん治療中の従業員の就労について、本人と相談のうえ業務内容を決めているか＞【問15】

　がん治療中の従業員がいる場合のがん治療中の従業員の就労について、本人と相談のうえ業
務内容を決めているかは、「相談のうえ決めている」が95.1％で、「特に相談していない」の
4.9％より多かった。

＜従業員からがんになったと今報告を受けたら、治療と仕事を両立できる体制を整えることが
　できるか＞【問16】

　がん治療中の従業員がいない、または把握していない場合、従業員からがんになったと今報
告を受けたら、治療と仕事を両立できる体制を整えることができるかは、「できる」が53.1％
と最も多く、次いで「わからない」が44.3％、「できない」が2.6％であった。

できる 414 

特に相談していない 11 

相談のうえ決めている 214 

226 

いない 649 

＜がん治療中の従業員について＞【問14】

22.2

63.9

13.9

0 20 40 60 80

95.1

4.9

0 20 40 60 80 100

53.1

2.6

44.3

0 10 20 30 40 50 60
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回答数＝1,020件（無回答を除く） （％）

回答数＝1,023件（無回答を除く） （％）

＜「がん相談支援センター」や「がん相談センターこうち」の認知度＞【問18】

　「がん相談支援センター」や「がん相談センターこうち」の認知度は、「知らない」が
53.5％で、「知っている」の46.5％より多かった。

知っている 476 

知らない 547 

＜「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」の認知度＞【問17】

　「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」の認知度は、「知らない」
が46.7％と最も多く、次いで「内容は知らないがあることは知っている」が31.2％、「内容を
知っている」が11.9％であった。

ガイドラインに基づき両立支援に取り
組んでいる

105 

内容は知らないがあることは知ってい
る

318 

知らない 476 

内容を知っている 121 

回答数
1,020件

回答数
1,023件

10.3

11.9

31.2

46.7

0 10 20 30 40 50

46.5

53.5

0 10 20 30 40 50 60

ガイドラインに基づき両

立支援に取り組んでいる
10.3%

内容を知っている
11.9%

内容は知らないがあるこ

とは知っている
31.2%

知らない
46.7%

知っている
46.5%知らない

53.5%
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回答数（件） （％）

※無回答を除く回答数

いない 644 

把握していない 141 

＜がん治療中の従業員に対する「がん相談支援センター」や「がん相談センターこうち」
　の認知度＞【問14】×【問18】

　がん治療中の従業員が「いる」ときは、「知っている」が61.5％で、「知らない」の38.5％
より多かった。一方、「いない」と「把握していない」では、「知らない」が57.5％、58.2％
で、「知っている」の42.5％、41.8％より多かった。

いる 226 61.5

42.5

41.8

38.5

57.5

58.2

0 20 40 60 80 100

知っている 知らない
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